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庁舎等での活用による理解醸成

大臣等による視察

パネル

環境省
ウェブページ

○ 環境省のウェブページにおいてこれまでに実施した復興再生利用の概要やモニタリングデータを掲載。

○ さらに、来庁者に対し、花壇等の利用現場を活用し、復興再生利用の必要性や安全性について、昨年
３月に定めた基準等を踏まえ、科学的根拠に基づき説明。政務三役の視察などによる発信も実施。

○ 関係省庁においてもこれらの取組を実施し、政府一丸となって、国民の理解醸成の取組を進めている。

○ 環境省では、７月29・30日のこども霞が関見学デーにおいて、飯舘村⾧泥地区で栽培されたお花を活
用した押し花カードの作成体験や花壇見学会を実施。

来庁者への説明

⾧泥地区のお花を活用した
押し花カード作成体験
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（参考）総理大臣官邸での復興再生利用

〇施工日:2025年7月19日、20日

〇施工面積:7m×7m

〇復興再生土:2m×2m×60cm 約2m3

〇復興再生土の飛散流出防止措置:覆土20cm

〇復興再生利用の実施個所であることを表示

施工後の様子

復興再生利用断面図 覆土 20cm （底面7m×7m 上面2m×2m）

タマリュウ
2m

復興再生土 60cm 現況高さ

7m

■総理大臣官邸にて、基準策定後初の復興再生利用を実施。
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霞が関の中央官庁の花壇等への復興再生利用概要

中央合同庁舎第６号館
北側駐車場
の花壇
（法務省、
検察庁他）

中央合同庁舎第２号館
中庭花壇

（総務省、
警察庁、
消防庁他）

中央合同庁舎第３号館
正門駐車場花壇
（国土交通省、
海上保安庁）

外務省 南庁舎入口の盛土

中央合同庁舎第１号館
正面玄関前花壇
（農林水産省、
林野庁、水産庁）

中央合同庁舎第８号館
正面玄関
駐車場花壇
（内閣官房、
内閣府）

中央合同庁舎第４号館
駐車場前
花壇
（復興庁、
財務省、
内閣府他）

経済産業省総合庁舎
中庭駐車場
前花壇

中央合同庁舎第５号館
サンクン
ガーデン
（環境省、
厚生労働省）

※2025年９～10月施工
※地理院地図Vector 「白地図」を加工して作成
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霞が関周辺の庁舎の花壇等への復興再生利用概要

最高裁判所
正門側緑地帯防衛省

市ヶ谷地区
厚生棟前
植樹帯

霞が関の
中央官庁

※2026年４月施工
※地理院地図Vector 「白地図」を加工して作成
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地方支分部局の花壇等への復興再生利用概要

※国土地理院 「白地図」を加工して作成

仙台合同庁舎Ｂ棟
北側駐輪場前植栽帯

さいたま新都心合同庁舎１号館
車寄せ前花壇

※他の地方支分部局等における利用も順次実施

8/29
施工

8/30
施工



(参考）復興再生利用の安全性

■復興再生利用に当たっては、放射線の国際的な安全に関する目標(追加被ばく線量1mSv/年)※を踏まえ、
年間追加被ばく線量が1mSv以下（これを満たす復興再生土の放射能濃度として8,000Bq/kg以
下）となるよう基準を定めており、安全が確保されている。

・2024年９月、除去土壌の再生利用等に関する国際原子力機関（IAEA）専門家会合の最終報告書が公表。
報告書では、復興再生利用等に係る環境省の取組が同機関の安全基準に合致することが示された。

・また、2025年２月、放射線審議会から復興再生利用の基準案は妥当であるとの答申が出された。
・これらを踏まえ、2025年３月、環境省令及び告示において、復興再生利用に係る上記の基準を策定。

復興再生利用による被ばく

＜復興再生利用の施工のイメージ＞

※飛散・流出防止のための覆いとなる
覆土により復興再生土からの放射線は
90％以上の遮へいが可能

復興再生土
復興再生土

復興再生土

覆土

mSv:ミリシーベルト

１人あたりの自然放射線（日本平均 年間約2.1mSv）

ＣＴ検査/１回（5~30mSv程度/1回）

東京～ニューヨーク（飛行機往復）

がん死亡のリスクが線量とともに徐々に増えることが
明らかになっている

被ばく線量の比較

・ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放射線医学研究所が作成（2021年5月）したものを一部改変

100

10

1

0.1
0.01

※国際放射線防護委員会（ICRP）2007年勧告

作業者 周辺住民・利用者

飛散・流出防止のための
覆土により90％以上の

放射線が遮へい

放射線の国際的な安全に関する目標（追加被ばく線量1mSv/年）

年間1mSvを下回り、国際的な安全基準に合致

追加被ばく線量は
さらに小さい

６
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WEB、リーフレット等による情報発信

○多くの方に知っていただくため、首都圏の主要路線※におけるデジタル交通広告や、様々な読者層の
Webマガジン記事、YouTube番組、新聞広告等、様々な手段による情報発信を実施。
※ JR山手線・横須賀線・中央線快速、東京メトロ全線、都営地下鉄全線

○パネル・リーフレット・パンフレット等の広報素材の作成、海外向けの広報等を実施。

デジタル交通広告 Webマガジン記事YouTube番組での動画広告

新聞広告パネル・リーフレット・パンフレット等の広報素材

パネル リーフレット ポスター

マイナビHuman新R25チャンネル
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呼称「復興再生土」の使用

○復興再生利用は、放射能濃度の基準値を満たし、再生資材化された土壌を用いることから、他の除去
土壌と明確に区別するため、検討会等の議論も踏まえ、昨年９月に「復興再生土」の呼称を決定。

○各種発信において表記を統一しているほか、環境省に特設サイトを設け、「復興再生土」の呼称を用い、
継続的な情報発信・理解促進に取り組んでいる。

最終処分・再生利用に関するリーフレットやポスター

環境省Webサイト「もっと知ってね、復興再生土」
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現地視察の受け入れ（現地見学会）

○環境再生事業等の現地見学会（福島県内）を実施。これまでに３万人を超える方が見学会に参加。
○現地見学会後に行ったアンケートの結果では、参加者の９割以上の方に御理解をいただいた。
○若い世代やメディア等、これまでのリーチ対象に加え、今後は地域での受入れに向けて自治体関係者

向けの見学会を拡充するなど、理解醸成の取組を強化する。

中間貯蔵施設 現地視察
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現地視察の受け入れ（講義・ワークショップ）

○全国の大学等にて環境再生事業等に関する有識者による講義や、当該講義を受けた学生を対
象とした福島県の現地でのフィールドワーク、ワークショップを実施。

○さらに、参加者自身が行程を検討し、現地の見学会とワークショップを組み合わせた見学会を実施。
2025年度は約170名が参加。

大学等での講義 現地の見学会とワークショップを
組み合わせた見学会

双葉町ワークショップ

現地でのその他ワークショップ
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イベントの実施（パネルディスカッション）

＜参加者の満足度アンケート（全７回合計）＞
＜R８/７/16（秋田開催）の様子＞

〇パネリスト：学識経験者、秋田県出身のタレント、
福島の一般の方、環境省

※参加者計:311人
回答数:202人

○福島県内除去土壌等の県外最終処分の実現に向けた理解醸成活動の一環として、除去土壌等の県
外最終処分・復興再生利用についてともに考え、理解を深めるためのパネルディスカッションを計７回
実施。
（福島開催:R７/８/18 東京開催:R７/９/５、６ 宮城開催:R８/３/15 埼玉開催:R８/３/18
秋田開催: R８/ 7 / 16 愛知開催:R８/ 7 / 23 ）

○参加者から申込フォームや付箋で募集した疑問や意見を中心に、パネリスト間の議論のテーマを設定。
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イベントの実施（イベントへのブース出展）

○福島県内外の音楽イベント等の大型イベントや、大阪・関西万博等一般向けイベントへのブース出展
により、これまでご存知なかった方を主眼にした情報発信を実施。

○ブースでは、除去土壌等の再生利用・福島県外最終処分に関するパネル・リーフレット・パンフレット等
の展示を通じて、復興再生土の利用の必要性や安全性等をわかりやすく発信。

「SUMMER  SONIC 2026」での展示 環境省出展ブースでの
パネル・リーフレット等の展示
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国際的な情報発信

COP30（ベレン）での出展（2025年11月）

ICRPの委員による中間貯蔵施設視察（2024年11月） 海外メディアによる中間貯蔵施設の視察
（2026年3月）

IAEA総会（サイドイベント）での発表（2025年9月）

○ IAEA年次総会・二国間会談等の場を通じて、国際的信頼を形成するために環境省の取組を説明。
○ ICRP（国際放射線防護委員会）等の国際機関及び駐日外交団等の方々に対して中間貯蔵施設

等の視察を実施。
○ IAEA年次総会サイドイベント等やCOPジャパンパビリオンにおけるブース展示を通じて、世界各国から

の多くの会合の参加者に環境再生や復興の進む福島の情報発信を実施。
○ IAEAによる環境省の取組をレビューするフォローアップが行われていく予定。


